
はじめに

最近、我が国においても、「ビジネスモデル特

許」に対する関心が、非常に高まってきている。

その理由は、ビジネスの方法について特許による

権利保護が行われることが、企業の経営戦略に大

きなインパクトを与えるためである。これまで、

特許とはあまり関係がなかった業界・業態の企業

にとっても、この新たなコンセプトへの対応は、

重要な課題となっている。

そうした流れの中で、我が国金融業界でも、ビ

ジネスモデル特許の出願あるいはそれに向けた検

討・準備の動きが加速化しつつある。そこで、本

稿では、ビジネスモデル特許の意義・影響及び現

状等を概観するとともに、これに関する金融機関

の対応と課題について、銀行を中心として考察す

ることとする。

１ ビジネスモデル特許の定義

我が国で、「ビジネスモデル特許」という言葉

に注目が集まるようになったのは、比較的最近の

ことであるにもかかわらず、今日では、これに関

する話題や議論は急速に広まっている。

そもそも、「ビジネスモデル」及び「ビジネス

モデル特許」という言葉については、必ずしも明

確な定義が存在しているわけではないが、現在の

一般的な使われ方から、これらの表すところを整

理しておきたい。

�１ 「ビジネスモデル」の意味

まず、「ビジネスモデル」については、簡単に

一言で表せば、「ビジネスの仕組みや形態」のこ

ととなる。これは、当然ながら、業態・業種ある

いは取扱商品・サービスとは異なるものであり、

同じ業態であっても、あるいは同種のサービスを

提供していても、企業によって、ビジネスモデル

が異なる場合は多い。また、各企業のビジネスモ

デルも、決して固定的・永続的ではなく、経済情

勢・顧客ニーズ等の変化に応じて、常に新たなも

のが模索される。

ところで、近年では、インターネットを中心と

する情報通信技術の活用により、様々な新しいア

イデアが従来にないビジネスモデルを生み、これ

らが企業間の競争を左右するケースが増えてきて

いる。すなわち、ｅビジネスが急速に発展し、こ

れまでの取引主体間の枠組み・関係も変わりつつ

ある現在では、どのようなビジネスモデルを描き、

いかにそれを築くかが、企業経営の中で一層重要

な意味を持つことになる。こうした変化の下では、

ビジネスモデルとは、単なる「ビジネスの仕組み

や形態」から、「ビジネスの基本的・全体的構

想」あるいは「企業戦略におけるグランド・デザ

イン」というより広い概念になってきたといえよ

う。

�２ 「ビジネスモデル特許」の定義

一方、「ビジネスモデル特許」とは、「ビジネス
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の方法・手法あるいはそれを実行するためのシス

テムに与えられる特許」を示す言葉といえる。た

だし、これは、特許という制度に関する言葉であ

るものの、法律上の用語ではない。つまり、従来

の特許とは別の新たな法的・制度的枠組みが設け

られているわけではない。

したがって、単に「ビジネスモデル」という場

合には、上述したように、企業が目指す姿あるい

はそこに至るプロセスについての構想・デザイン

を示すのに対し、特許に関して「ビジネスモデ

ル」という場合は、そのような「構想・デザイン

を実現するためのビジネス方法・手法」を表すと

いえる。米国では、「ビジネスモデル特許」は

「ビジネスメソッド特許」（Business Method

Patent）と呼ばれており、これによっても、両者

の違いが理解できよう。もし、構想・デザインに

組み込まれたツールとして、ビジネス方法・手法

を捉えるなら、前者は「広義」の「ビジネスモデ

ル」、後者は「狭義」の「ビジネスモデル」とも

いえよう。

２ ビジネスモデル特許の意義・影響及び現状

�１ ビジネスモデル特許の意義

ビジネスモデル特許が特別の制度によるもので

はないといっても、これにより、特許の捉え方に

新たなコンセプトがもたらされたことは、確かな

事実といえる。従来は、工業製品や製造技術に関

する新しいアイデアは特許により保護されても、

ビジネス方法についての新しいアイデアは特許の

対象とはならなかったからである。米国でも、ビ

ジネス方法についてのアイデアは、概して抽象的

な概念であり、特許の対象となる発明ではないと

する「ビジネスメソッドの適用除外原則」という

見解が、常識とされてきた。

しかし、次に述べる「ステート・ストリート・

バンク事件」判決から、ビジネス方法に対する特

許の適用が確立されることとなった。この判決以

降、ビジネスモデル特許は、従来の特許のイメー

ジを変えるとともに、特許権取得の可能性を大き

く拡げるものとして、各国で重視されつつある。

ビジネスモデル特許の対象であるビジネス方法

は、工業製品や製造技術の場合と異なり、そのア

イデアの創造・実現のために、必ずしも高度な専

門的・技術的知識、多数の専門家・研究者、多額

の設備・開発資金、長期の研究・開発期間等を要

するものばかりではない。つまり、非常に専門的

と見られていた特許の世界に、誰でもいつでも発

明者になり得る状況が生じ、中小企業やベン

チャー企業はもちろん、個人にとっても、特許権

取得とそれによるビジネスチャンス獲得が、身近

で現実的なこととなったといえよう。

�２ ビジネスモデル特許確立までの経緯

従来の考え方を覆し、ビジネス方法に対する特

許が認められるようになったのは、米国における

有名な「ステート・ストリート・バンク事件」の

判決からである。この事件は、金融サービス会社

であるシグナチャー社（Signature Financial

Group, Inc.）の「ハブ・アンド・スポーク金融

サービス構築のためのデータ処理システム」１）とい

う特許について、資産管理銀行のステート・スト

リート銀行（State Street Bank & Trust Co.）が、

特許権保護の適格性を有していないとして、訴訟

を起こしたものである。ここでは、この訴訟事件

の内容・経緯の詳細な説明は省略するが、ステー

ト・ストリート銀行の主張のポイントは、「シグ

１）「ハブ・アンド・スポーク金融サービス」とは、複数のミューチュアル・ファンド（スポーク）を単一のポートフォリオ（ハ
ブ）により運用するサービスで、シグナチャー社は、その名称も商標登録している。問題となった特許は、これを実行するた
めのデータ処理システムについてのものである。
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ナチャー社の特許は、ビジネスを行う方法につい

てのものであり、無効」ということであった。こ

の件において、１９９８年７月、米連邦巡回控訴裁判

所（CAFC）は、「特許の対象となるか否かは、

ビジネスを行う方法であるかどうかに依拠するの

ではなく、有用、具体的かつ現実的な結果（use-

ful, concrete, and tangibleresult）２）を生むものか

どうかを判断基準とすべき」旨の画期的な判決を

下した３）。これは、「ビジネスメソッドの適用除外

原則」を明確に否定した司法判断として、特許権

を巡る多くの議論・事例の中でも、極めて重要な

位置を占めるものとなった。

この判決を期に、ビジネスの方法も特許権の適

用範囲という捉え方が確立したことで、米国のみ

ならず各国で、ビジネスモデル特許が、一躍脚光

を浴びることとなった。

こうした流れを受けて、我が国においても、ビ

ジネス方法が、特許の対象として認められるよう

になった。我が国では、もともと、ソウトウェア

も特許の対象とはなり得ないと考えられていたが、

９７年２月に特許庁が発表した「特定技術分野の運

用指針」（第１章）で、「ソウトウェア特許」が、

ようやく認められることとなった。そして、９９年

１２月に同庁が示した「ビジネス関連発明に関する

審査における取り扱いについて」という方針によ

り、ビジネスモデル特許が、ソフトウェア特許の

一形態として捉えられることとなった。このよう

に、我が国では、特許の範囲を運用面で拡大する

ことで、新たな動きに対応してきている。（以上、

図表１参照。）

�３ ビジネスモデル特許の影響

このように、ビジネス方法についての特許が成

図表１ ビジネスモデル特許確立までの流れ

日 本 米 国

・発明の定義

特許法第２条（定義）

この法律で「発明」と

は、自然法則を利用し

た技術的思想のうち高

度のものをいう。

↑

・「ソフトウェアは対象

外」の考え方

・「ビジネス手法は対象

外」の考え方

ソフトウェアやビジネス

手法は、「自然法則」を

利用しない。

↓

・「特定技術分野の運用指

針」（第１章）（１９９７年２

月）

「ハードウェア」を用い

ていれば、ソフトウェア

も「自然法則」を利用。

↓

・「ビジネス関連発明に関

する審査における取り扱

いについて」

（９９年１２月）

「ビジネス関連発明」

は、「ソフトウェア関連

発明」の一部。

↓

・「ビジネスモデル特許」

の確立

（審査基準の運用拡大）

↓

・「コンピュータ・ソフト

ウェア関連発明の審査基

準の改訂について」

（２０００年１２月）

媒体に記録されていな

いソフトウェア等も発

明に該当。

・発明の定義

特許法第１０１条（特許性

のある発明）

新規かつ有用なプロセ

ス、機械、生産品、ま

たはそれらの新規かつ

有用な改良を発明ない

し発見したものは、本

法の定める条件および

要件にしたがって特許

を受けることができ

る。

↑

・「ビジネスメソッドの適

用除外原則」

ビジネス方法に関する発

明は抽象的概念であり、

同条に規定された「特許

性のある発明」ではな

い。

↓

・「ステート・ストリート

事件」判決

（１９９８年７月）

特許性があるか否かの判

断基準は、「有用、具体

的かつ現実的な結果」を

生じるか否か。

→「ビジネスメソッドの

適用除外」の明確な否

定。

↓

・「ビジネスモデル特許」

の確立

（判断基準の明確化）

出所：木村靖夫［２０００］及びビジネスモデル研究会
［２０００］を参考に作成。

２）useful, concrete, tangibleの三つは、ビジネスモデル特許が取り上げられる際、しばしば登場する有名な単語となった。日本語
訳の例は、他にもいくつかあるが、いずれも大差ないものと考えられる。

３）この訴訟では、初め、マサチューセッツ連邦地方裁判所で、ステート・ストリート銀行の主張が全面的に認められたが、
CAFCにおける控訴審で、地裁判決が覆され、その後、連邦最高裁判所において、CAFC判決が確定した。
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立することになると、ある企業がこれを１件取得

した場合、当然ながら、他の企業は同じ方法を用

いることができなくなる。このことは、ほとんど

あらゆる産業・企業にとって、これまでにないほ

ど、大きな影響を及ぼす可能性がある。

もし、企業が自社の将来的なグランドデザイン

（広義の「ビジネスモデル」）を策定しても、そ

れを実現するための主要なビジネス方法（狭義の

「ビジネスモデル」）を、特許により、他社に押

えられてしまえば、経営戦略の基盤自体が成り立

たないことになる。逆に言えば、企業にとって、

ビジネスモデル特許の取得は、他社の基本構想や

その実現方法を封じ込め、市場を独占するための

有効な経営戦略となり得るのである。

特に、�１近年、急速な環境・構造変化が生じて

いる、�２その中で、目覚ましい技術革新が起こっ

ている、�３そして、これらの状況が、今後、様々

なニュービジネスを生むことが予想される、と

いったサービス関連産業では、ビジネスモデル特

許の先行取得が、極めて強い市場競争力・支配力

に繋がる可能性が高い。こうした観点から、ビジ

ネスモデル特許に関する動向が最も注目されるの

は、IT関連分野と金融業界、すなわちｅビジネ

スと金融サービスの世界といえよう。これらの業

界については、各国において、コンピュータやイ

ンターネットの活用の高度化、これに係るハード

及びソフトの発達、規制緩和と新規参入の進展等

により、新たなサービスやシステムが次々開発・

提供されており、企業は、常にビジネスモデル特

許の取得・活用を意識する状況に置かれている。

その一方、我が国企業関係者の中には、ビジネ

スモデル特許の乱立、それに伴う訴訟事例の増加

等が、自由な企業間競争や正常な産業発展の阻害

に繋がるのではないかと懸念する人々も多い。確

かに、ビジネスモデル特許に関しては、こうした

批判や多くの紛争も見られるが、現状では、�１そ

もそも、特許制度は、産業発展に繋がる発明の保

護と奨励を図るものであり、ビジネスモデル特許

は、その取得・活用の促進により、経済を活性化

するものとなり得る、�２そして、もはや、その出

願・取得件数の増加と戦略的重要性の高まりとい

う傾向は変わらない、�３したがって、我が国産

業・企業も、ビジネスモデル特許に前向きに対応

し、市場評価の獲得に結び付けるべきである、と

の考え方が強くなってきている。

�４ ビジネスモデル特許の現状

ビジネスモデル特許については、その出願状況

を正確に把握することは、現状では困難である。

これは、前述したように、ビジネスモデル特許が、

特許の範囲の解釈を事実上拡大する形で認められ

たもので、特許分類の中で、独立した枠組み・項

目とはなっていないためである。したがって、出

願状況については、ビジネスモデル特許が多く含

まれていると考えられる分類項目の動向から、お

よその傾向を窺い知ることしかできない。

ここでは、現在の最も一般的な見方として、米

国特許分類「Class７０５」（電子商取引関連のソフ

トウェアが属する）及び国際特許分類「G０６F

１７／６０」（コンピュータの応用分野に対応してい

図表２ 日米のビジネスモデル特許関係特許分類

出願件数

日 本 米 国

１９９６年 １，４７０件 ６９４件

１９９７年 １，４６７ ９３５

１９９８年 １，７８２
１，３６８

（８３）

１９９９年 １，９６４
２，０７２

（１７４）

２０００年

（上半期）
１，０３９

注：１．日本は、公開（出願から１年６か月経過後）件数。
２．米国の（ ）内は、審査手続継続出願の再掲。

出所：ビジネスモデル研究会［２０００］
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る）１）から、米国及び我が国におけるビジネスモデ

ル特許の出願傾向を窺うこととする。

図表２は、両分類の出願状況の推移を示したも

ので、これによれば、日米両国とも、出願件数が

増加しており、明確には言えないものの、「ス

テート・ストリート・バンク事件」判決のあった

９８年以降は、両分類に含まれているビジネスモデ

ル特許の増加が、全体を押し上げているとみるこ

ともできよう。

３ 金融機関の対応と課題

�１ 金融機関の対応

前述したように、金融業界は、ビジネスモデル

特許の動向が最も注目される分野の一つである。

金融機関も、�１ビジネスモデル特許確立に重要な

意味をもったのは、金融に関するビジネス方法

（「ハブ・アンド・スポーク」のためのシステ

ム）の特許であったこと、�２このような特許は、

従来のビジネス方法やこれからのアイデアの中か

ら、多数生み出せるレベルのものと捉えられてい

ること、�３さらに、金融業界のIT化が進み、ｅ

ビジネスとの関係が強まっていること、などから、

全体としてビジネスモデル特許への関心を高め、

それぞれに今後の対応を図りつつある。

ここで、まず、日米の金融機関の特許保有状況

に関し、銀行の例（図表３）をみておくと、特許

制度や審査基準に異なる点はあるものの、全体と

して、両国に大きな開きがある。これらについて

も、ビジネスモデル特許の件数は明らかではない

が、邦銀の場合は、特許内容も、業務処理・資金

管理等のためのものが多く、純粋に「金融に関す

るビジネス方法の特許」（「金融ビジネスモデル特

許」と呼ばれる。）といえるものは、非常に少な

いとみられている。

この中で、特に注目されるのは、シティバンク

の特許保有件数が多いことであり、ビジネスモデ

ル特許が含まれる「Class７０５」でも、他行を大

きく引き離している。これは、ITを広く活用し

たシティグループの戦略を表わしているものとい

えよう。

一方、邦銀の中では、三和銀行が、特許出願に

最も熱心に取り組んできており、公開されている

ものには、テレホンバンキング・代金決済・無人

契約等のシステムも含まれている。

最近では、我が国の他の金融機関も、次第に特

許の出願・取得を重視し始めており、出願の内容

も多様化しつつある。図表４は、最近の金融ビジ

ネスモデル特許の出願・取得動向であるが、これ

らの中で、最も話題を集めたのは、住友銀行の特

図表３ 日米主要銀行の特許保有件数

（２０００年８月現在）

�１ 日本の主要銀行（公開件数・保有件数）

銀 行 名 公開件数 保有件数

三和銀行

住友銀行

さくら銀行

東海銀行

あさひ銀行

東京三菱銀行

富士銀行

日本興業銀行

第一勧業銀行

３５件

１８

１２

７

５

５

５

３

１

９件

１

１

１

０

０

０

５

２

�２ 米国の主要銀行（保有件数）

銀 行 名 保有件数 うちClass７０５

シティバンク

バンカーズトラスト

チェースマンハッタン

ウェルズ・ファーゴ

バンク・オブ・アメリカ

ワコビア・バンク

メロン・バンク

５８件

１２

９

７

５

３

２

２２件

０

３

０

０

２

２

出所：川村雄介［２０００］及び木村秀哉［２０００］

１）我が国では、「Class７０５」に相当する分類がないため、「G０６F１７／６０」が用いられることが多い。
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許公開・取得であった。

これは、「パーフェクト」という名称で提供さ

れている法人向け照合サービスであり、企業の口

座とその取引先（企業あるいは個人）の間に、取

引先毎の仮想口座（振込専用口座）を設け、企業

が入金の確認と振込人の特定を容易に行えるよう

にしたものである。この特許に対し、９８年１０月に、

同様のサービスを行っている富士・あさひ・第一

勧業の３銀行が、異議申立てを行った。これにつ

いては、現時点では、どのような決着となるか見

通しが立っていない。この件は、�１特許の内容自

体は、着想や開発が特別難しいレベルではない、

�２しかし、それにより、顧客の囲込み、市場の独

占が行われる可能性が生じた、�３そのことに危機

感を抱いた同業他社が、争う方向に動いた、など

の点で、ビジネスモデル特許時代の本格化を予見

させるような出来事ともいえよう。

図表４ 我が国の金融ビジネスモデル特許取得・出願動向（２０００年主要事例）

�１ 特許取得

月 金融機関名 内 容

１月 シティバンク 現金と交換可能な電子マネーシステム

２月 住友銀行 振込対象の口座番号で支払人を特定することができるシステム

�２ 特許出願

月 金融機関名 内 容

４月 明治生命 契約者が、払い込む保険料のうち終身保険の原資になる積み立て部分と掛け捨て

になる保障部分の割合を見直せる新型保険

三和銀行 日銀が導入するRTGS（即時クロス決済）で専用オンラインを通じて当座預金決

済などの依頼をデータ送信すると顧客に代わって資金振り替えなどを代行するシ

ステム

興銀証券（みずほ証券） 海運会社に船舶を担保に融資した債権を対象にした資産流動化の仕組み

６月 富士銀行 ネットバンキングで利用者が不正使用などで被害を受けたときに保険によって補

償する仕組み

７月 中央三井信託銀行 ファクタリング（売掛債権の回収）で買い取った債権について資産流動化を組み

合わせた仕組み

オリエント

コーポレーション

個人ローン保証業務をネット上で処理する仕組み

８月 荘内銀行 顧客特性にあった金融商品に関する情報を即座に提供できるシステム

ダイエーOMC カード会員の属性に応じ販促情報を利用明細書に印刷するシステム

９月 日本リース リース満了後の再リース手続きをインターネット上でできる仕組み

高知信用金庫 テレホンバンキングで利用者が暗証番号を電話で直接設定できるセキュリティー

システムなど

東京都民銀行 ソフト会社・ソリマチの財務会計ソフトを使った融資システム

１０月 武蔵野銀行 借り手の年収などから住宅ローンの借り入れ可能額を算定するシステム

ダイヤモンドリース ネット上でリース取引できる「ｅリース」の仕組み

１１月 住銀ファイナンス 電子商取引市場で売り手に代わって代金回収するサービス

三井リース事業 インターネットを通じた資産管理システム

出所：エイバックズーム［２０００］及び木村秀哉［２０００］
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�２ 金融機関の課題

上述したように、我が国金融機関の特許への認

識・関心は、従来より高まってきたものの、現状

では、ビジネスモデル特許に対する具体的取組み

は、ようやく緒についたばかりといえる。した

がって、ビジネスモデル特許に関しては、金融機

関にとっての課題は非常に多いと考えられる。こ

こでは、�１金融機関としての基本スタンス、�２金

融機関内の組織・体制及び評価制度、�３金融ビジ

ネスモデル特許の検討対象の３点に大別し、金融

機関の今後の課題について検討・考察したい。

まず、各金融機関は、金融ビジネスモデル特許

に対し、当面どのような姿勢をとるか、また、中

長期的にどのような方針をとるかという基本スタ

ンスを固めなければならない。その際には、�１ビ

ジネスモデル特許の意義と影響を改めて十分認識

する、�２他の機関の動向や審査基準の流れについ

て、国際的な動きも含めて調査・把握する、�３そ

れらを踏まえて、経営戦略全体の中で、どのよう

に位置付けていくかを検討する、などのことが必

要となろう。

次に、基本的なスタンスを実行していくために、

最適な組織・体制及び評価制度を構築していかな

ければならない。これについては、�１製造・ハイ

テク等特許との関係が深い企業の例も参考とする、

�２専任部署を新たに設ける場合、既存部署の拡充

で対応する場合のメリット・デメリットを比較す

る、�３弁理士・弁護士等の活用及びそれら専門家

との関係について検討・調整する、などの点が必

要といえよう。

さらに、これらをベースとして、どのような金

融ビジネスモデル特許の取得を図るのか、常に具

体的・多角的な検討が行われなければならない。

これに関しては、�１まず、これまでのビジネス手

法の中で、すぐに特許の対象となり得るものがな

いか点検する、�２中長期戦略の観点からは、IT

や金融工学を活用したサービス開発・リスク管理

等に重点を置く、�３その一方、必ずしもITにこ

だわらず、利用者の視点に立って、身近で簡単な

アイデアも大事にする、といったことが重要とな

ろう。

なお、ITや金融工学の活用の面に関しては、

特許庁が、「特許から見た金融ビジネス」（９９年６

月）や「特許行政年次報告書」（１９９９年版）の中

で、金融ビジネスにおける技術及び特許について、

日米比較を行い（図表５参照）、我が国が米国に

図表５ 金融ビジネスにおける主要技術の日米特許比較

主 要 技 術 日本での特許出願（例） 米国での特許登録（例）

セキュリタイゼーション

（Securitization）

（特許出願なし） 不動産の賃貸契約や奨学金など様々

なものを担保とした証券化に特徴の

あるシステム

デリバティブ

（Derivatives）

（特許出願なし） オプションの行使期間の制限を撤廃

した新規なオプション取引などデリ

バティブ自体に特徴のあるシステム

VAR

（Value at Risk）

単一取引におけるリスクの把握を行

うシステム

複合取引のポートフォリオ全体のリ

スクを把握するシステム

ALM

（Asset Liability Manegement）

金利変動のみに基づいたオーソドッ

クスな管理を行うシステム

キャッシュフローに基づく様々な種

類の市場変動（金利、株、債券、土

地などの価格変動）を考慮した総合

管理を行うシステム

出所：特許庁編［１９９９］
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比べ大幅に立ち遅れていると指摘している。我が

国の金融技術が遅れているかどうかについては、

様々な議論があるが、今後、金融技術の一層の発

展及び金融ビジネスモデル特許の内容の充実が期

待されることは確かである。

おわりに

以上述べてきたように、ビジネスモデル特許を

巡る動きは、米国内の産業のみにおける現象・問

題ではない。我が国産業・企業にとっても、もは

や無関係ではいられない世界的な流れとなってい

る。各企業としては、ビジネスの方法について、

研究開発の活性化・多様化とともに、特許出願・

取得の積極化に早急に取り組む必要がある。

金融業界におけるビジネスモデル特許に関する

動向には、まだ見通しを立てにくいところもある

が、特許出願件数が急増していくことは確実であ

ろう。金融機関にとっても、ビジネス方法という

知的財産の創造・保有及び活用に強い体制を整備

することが、経営戦略上極めて重要な時代を迎え

たといえよう。
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